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2021年度実施方針 
 

ロボット・ＡＩ部 
 
１．件 名 
「自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現に向けた技術開発事業」 
 
２．根拠法 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第３号及び第９号 
 
３.背景及び目的・目標 

 新型コロナウイルス感染症による影響で、ラストワンマイル物流において、宅配要望

の急増、配達員の感染等による影響により、ドライバー不足や配送の一時的な停滞が発

生している。 引き続き、国内においても新型コロナウイルス感染症による影響が懸念さ

れており、ラストワンマイルにおける「遠隔・非対面・非接触」での配送ニーズ増加や

配達員不足が見込まれる中での対応策として、自動走行ロボットを活用した新たな配送

サービスの早期実現が求められている。 

 このような中、政府では成長戦略（2019年 6月 21日フォローアップ）において、具体

的な政策として、「宅配等への活用が期待される自動走行ロボットの社会実装を目指し、

2019年度内に道路使用許可の申請に対する取扱いの基準を策定するなどして実証のため

の枠組みの構築を行い、自動走行ロボットの公道上での実証を実現する。加えて、本格

的な社会実装に向け、2019年度内に官民による協議会を立ち上げ、同協議会における議

論も踏まえながら、ロードマップの策定及び社会受容性の向上のために必要な措置、必

要なルールの在り方、求められる安全性等についての検討に着手する。」ことを掲げてい

る。また、未来投資会議（第 38回 2020年 5月 14日）において、「新型コロナウイルス

感染症の拡大に伴い宅配需要が急増し、人手を介さない非接触型の配送ニーズが高まる

中で、無人の低速・小型の自動配送ロボットを活用した新たな配送サービスの実現が期

待される。我が国においても、社会的受容性を確認するとともに、収集したデータを踏

まえて、継続的なサービス提供が可能となるよう、「遠隔監視・操作」型の公道実証を早

期に行い、公道走行を実現すべきではないか。」と提言されている。 

自動走行ロボットの実用化を早期に実現し、非常事においても物流サービスの維持を

可能とすることで、サプライチェーンの強靭化を図るとともに、関連するビジネスエコ

システムの醸成を図ることを目指し、本事業では、自動走行ロボットの技術開発及び開

発成果の実証を集中的に行う。さらに、自動走行ロボットを活用した新たな配送サービ

ス実現の観点から、社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討を実施する。 

 
３．１ 本事業の開発対象 

本事業においては、「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自
動走行ロボットの技術開発及び開発成果の実証を行い、自動走行にかかるデータの収
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集、分析を行う。さらに、自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現の観
点から、住民や利用者等へのアンケートによる、社会受容性向上に向けた取組の在り
方等の分析・検討を実施する。 

なお、自動走行ロボットによる配送は、運送事業者によるラストワンマイル配送の
みならず、商業施設等における館内配送への活用や買い物支援など、新たな配送サー
ビスも対象とする。 

 
３．２ 事業目標 

[助成事業（助成率：2/3以内）] 
研究開発項目「「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自動走

行ロボットの技術開発支援並びに配送サービス実証支援」 
   最終目標（2021年度） 

・ 「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自動走行ロボット
の技術開発及び開発成果の実証を行い、自動走行にかかるデータの収集、分析を
行う。さらに、自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現の観点から、
住民や利用者等へのアンケートによる、社会受容性向上に向けた取組の在り等方
等の分析・検討を実施する。 

 
４．事業内容 

本事業においては、以下に記す助成事業を実施する。 
なお、開発に当たっては、自動走行ロボットを活用した配送の実現に向けた官民協

議会（2019年 9月設立 事務局：経済産業省商務・サービスグループ 消費・流通政
策課 物流企画室）と連携し、事業化に向けて核となるユースケース、自動走行ロボ
ットの仕様に関する安全性評価や安全な運用体制、自動走行ロボット活用に係る制度・
法令等の検討・整備に係る報告等が今後求められていく可能性に留意する。 

また本事業の推進に当たっては、プロジェクトマネージャーに NEDO ロボット・AI
部 和佐田 健二を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、そのプロジェ
クトに求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 

 
４.１ 2020年度（助成）事業内容及び進捗（達成）状況 

研究開発項目①「「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自
動走行ロボットの技術開発支援並びに配送サービス実証支援」 

「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自動走行ロボットの
技術開発及び開発成果の実証を行い、自動走行にかかるデータの収集、分析を行い、
さらに、自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現の観点から、住民や利
用者等へのアンケートによる、社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討
を実施するため、13 件の提案について審査を行い、10 件を実施先として決定した。 

実施体制及び実施テーマについては（別紙）を参照のこと。 

①-１ 配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発支
援 

以下の機能の高性能化に向けた設計・開発・検証を支援した。 
- 継続運転性能（例：自律運転停止回数削減、連続運転時間数向上） 

- 対故障性能（例：耐久性、防塵・防水性能、センサ・モータ等故障時の動作・

対策、脱輪時の動作・対策、充電不足対策 等） 
- 想定実証環境特有のリスク分析と対策、及び定性評価（例：落下の可能性等） 

- 障害物回避性能（例：回避対象物の設定・検知、回避可能な移動体の速度、大
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きさの定量化） 
- ユーザビリティ（例：ユーザーインターフェイスの改善、メーカーや SIerの

みならず、ユーザーや現場従事者でも使用可にする 等） 
    
①-2 配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 

①-１で設定した自動走行ロボットにかかる開発項目等を実装環境下で実証
し、データの収集、分析を支援した。 

 
①-3 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方
等の分析・検討支援 

自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現の観点から、住民や利
用者等へのアンケートによる、社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・
検討を支援した。 

また、当該分野の制度・法令等の検討や整備に係る情報収集等も必要に応じて
支援した。 

 
４.２ 実績推移 

年度 ２０２０ ２０２１ 

一般勘定（百万円） ３００ ２５ 

学会発表数（件） ０ ０ 

フォーラム等（件） ０ ０ 

 
５．事業内容 
  本事業の推進に当たっては、プロジェクトマネージャーに NEDO ロボット・AI部 和
佐田 健二を任命して、プロジェクトの進行全体を企画・管理し、そのプロジェクトに
求められる技術的成果及び政策的効果を最大化させる。 
 実施体制については、（別紙）を参照のこと。 

 
５.１ 2021年度（助成）事業内容 

研究開発項目①「「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自
動走行ロボットの技術開発支援並びに配送サービス実証支援」 

「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自動走行ロボットの
技術開発及び開発成果の実証を行い、自動走行にかかるデータの収集、分析を行う。
さらに、自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現の観点から、住民や利
用者等へのアンケートによる、社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・検討
を実施する。 
①-１ 配送サービスを実現するための自動走行ロボット・システムの技術開発支援 

以下の機能の高性能化に向けた設計・開発・検証を支援する。 
- 継続運転性能（例：自律運転停止回数削減、連続運転時間数向上） 

- 対故障性能（例：耐久性、防塵・防水性能、センサ・モータ等故障時の動作・対
策、脱輪時の動作・対策、充電不足対策 等） 

- 想定実証環境特有のリスク分析と対策、及び定性評価（例：落下の可能性 等） 

- 障害物回避性能（例：回避対象物の設定・検知、回避可能な移動体の速度、大き
さの定量化） 

- ユーザビリティ（例：ユーザーインターフェイスの改善、メーカーや SIerのみ
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ならず、ユーザーや現場従事者でも使用可にする等） 
  
①-2 配送サービスを実現するための自動走行ロボットの開発成果の実証 

①-１で設定した自動走行ロボットにかかる開発項目等を実装環境下で実証
し、データの収集、分析を支援する。 

 
①-3 新たな配送サービス実現に向けた社会受容性向上に向けた取組の在り方等の
分析・検討支援 

自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現の観点から、住民や利
用者等へのアンケートによる、社会受容性向上に向けた取組の在り方等の分析・

検討を支援する。 
また、当該分野の制度・法令等の検討や整備に係る情報収集等も必要に応じて

支援する。 
 

①-4 配送サービス実現に向けた屋外環境の整備検討 
   自動配送ロボット等を活用した配送の実現に向け、制度設計方針の策定等に 

向けた関連調査・研究開発を実施する。 
 

＜助成要件＞ 
① 助成対象事業者 

助成対象事業者は、単独ないし複数を希望する、原則本邦に登記されていて、

日本国内に本申請に係る主たる技術開発及び実証のための拠点を有している企
業、大学等の研究機関（なお、国外の企業等（大学、研究機関を含む）の特別の
研究開発能力、研究施設等の活用の観点から国外企業等との連携が必要な部分
を、国外企業等との連携により実施することができる。）とし、助成事業終了後、
将来的に実用化する事業者。この対象事業者から、e-Radシステムを用いた公募
によって研究開発実施者を選定する。 

② 審査項目 

・ 事業者評価 
技術的能力、助成事業を遂行する経験・ノウハウ、財務能力（経理的基礎・
透明性）、経理等事務管理／処理能力 

・ 事業化評価（実用化評価） 

新規性（新規な開発又は事業への取組）、市場創出効果、市場規模、社会
的目標達成への有効性（社会目標達成評価） 

・ 企業化能力評価 
実現性（企業化計画）、生産資源の確保、販路の確保 

・ 技術評価 
技術レベルと助成事業の目標達成の可能性、基となる研究開発の有無、保
有特許等による優位性、技術の展開性、製品化の実現性、重要技術課題と
の整合性 

・ 社会的目標への対応の妥当性 
 
＜助成条件＞ 

① 研究開発テーマの実施期間 
採択日から 2021年度 

② 研究開発テーマの助成率 
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ⅰ）助成率 
以下の比率で助成する。 
・ 2/3以内 

 
研究開発テーマの規模に応じて 25百万円以内／年間を助成金の上限として予

算内で採択する。 
 

５.２ 事業期間 
本事業は 2021年度末をもって完了することを前提とする。 

 

５.３ 2021年度 事業規模 
  一般勘定 25百万円（継続） 
  事業規模等については変動があり得る。 

 
 
５.４ 公募 

（１）掲載する媒体 
「ＮＥＤＯホームページ」及び「e-Radポータルサイト」で行う。 

（２）公募開始前の事前周知 
公募開始の 1か月前にＮＥＤＯホームページで行う。本事業は、e-Rad対象
事業であり、e-Rad参加の案内も併せて行う。 

（３）公募時期・公募回数 
2021年 5月下旬頃に 1回行う。 

（４）公募期間 
原則 30日間とする。 

 
５.５ 採択方法 

（１）審査方法 

e-Radシステムへの応募基本情報の登録は必須とする。 
助成先の選定・審査は、公募要領に合致する応募を対象に NEDOが設置す

る審査委員会（外部有識者で構成）で行う。審査委員会（非公開）は、提案
書・申請書の内容について外部専門家（学識経験者、産業界の経験者等）を

活用して行う評価（技術評価及び事業化評価）の結果を参考にとし、本事業
の目的の達成に有効と認められる助成先を選定した後、NEDO はその結果を
踏まえて助成先を決定する。 

申請者に対して、必要に応じてヒアリング等を実施する。 
審査委員会は非公開のため、審査経過に関する問い合わせには応じない。 

（２）公募締切から採択決定までの審査等の期間 
70日間とする。 

（３）採択結果の通知 
採択結果については、ＮＥＤＯから申請者に通知する。なお不採択の場合

は、その明確な理由を添えて通知する。 
（４）採択結果の公表 

採択案件については、申請者の名称、研究開発テーマの名称・概要を公表
する。 
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６. その他重要事項 
６.１ 評価の方法 

NEDO は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術
的意義並びに将来の産業への波及効果等について、技術評価実施規程に基づき、制度
評価を実施する。事後評価を 2022年度に実施する。 

 
６.２ 運営・管理 

NEDO は、当該研究開発の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外
の研究開発動向、政策動向、研究開発費の確保状況等、プロジェクト内外の情勢変化
を総合的に勘案し、必要に応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施
期間、実施体制等を見直す等の対応を行う。 

 
７. スケジュール 

2021年 4月下旬 公募予告 
2021年 5月下旬 公募開始 
2021年 6月上旬 公募説明会 
2021年 6月下旬 公募締切 
2021年 7月下旬 契約・助成審査委員会 
2021年 7月下旬 採択決定 

 
８. 実施方針の改定履歴 

（１）2021年 3月 制定 
（２）2021年 4月 文言修正。 
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（別紙）実施体制図 

 

「自動走行ロボットを活用した新たな配送サービス実現に向けた技術開発事業」 

研究開発項目①： 「遠隔・非対面・非接触」での配送サービスを実現するための自動走行ロボット 

の技術開発支援並びに配送サービス実証支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＥＤＯ 

プロジェクトマネージャー（ＰＭ）：和佐田 健二 

助成 

パナソニック株式会社 

住宅街向け小型低速ロボットによる安全・安定なラストマイル配送サービスの実現 

楽天株式会社 

株式会社本田技術研究所 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 
委託 

ソフトバンク株式会社 

佐川急便株式会社 

助成 

助成 

助成 

助成 

助成 

助成 
個人向け自動走行ロボットによる安全な配送サービスの実現 

株式会社NTTドコモ 

団地の居住者や団地内でのサービス提供者に向けた配送サービスの実現 

日本郵便株式会社 

セキュリティマンション向け複数台自動走行ロボットによるラストワンマイル配送サービスの実現 

ＴＩＳ株式会社 

中山間地域の生活支援向けロボットシェアリング型配送サービスの実現 

株式会社QBIT Robotics 

大規模オフィスビル向け異種ロボット連携による館内配送サービスの実現 

オフィス街向けオフィスビル内外配送サービスの実現 

助成 

助成 
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助成 

京セラコミュニケーションシステム株式会社 

工業地域向けロボットシェアリング型配送サービスの実現 

株式会社東芝 

商業施設バックヤード向け複数ロボット連携システムによる配送サービスの実現 
助成 

委託 

助成 

アイシン精機株式会社 

株式会社テクノバ 

委託 
国立大学法人 千葉大学 

大型商業施設向け店舗から駐車場への商品自動配送サービスの実現 


